
第 Ⅲ牽 連携推進のための 今後の課題 

地域保健と職域保健の 連携のあ り方に関する 検討は、 平成 1 1 年度から開始され、 3 年 

間の検討会における 議論を経て平成 1 4 年 3 月に報告書がまとめられた。 この報告書で 提 

案 された連携に 関する事業を 平成Ⅰ 3 年度からモデル 的に数 ケ 所の県において 実施し、 足 

掛け 6 年間をかけて 全国実施に向けたガイドラインを 作成することができた。 

本 検討会で作成されたガイドラインは、 平成 1 7 年度から実施される 地域・職域連携 推 

進 事業を全国的に 展開するために 作成されたものであ るが、 9 ケ 所のモデル事業の 成果を 

もとに作成されたものであ ることから、 地域特性の異なる 全国各地で連携を 推進するため 

には、 まだ多くの課題が 残されていると 思われる。 

そこで、 全国的な展開を 図っていく上で、 今後に残された 課題を整理しておきたい。 

1. 連携事業の拡大の 可能性 

平成 1 5 年度に行われたモデル 事業は、 都道府県の委託事業としたことから 保健所が事 

務局となり、 保健所管内にあ る市町村及び 事業所の参加を 得て協議会が 設置され、 連携 事 

業 が行われた。 ここで連携事業の 対象となった 事業所は多くが 小規模事業所であ ったこと 

から、 事業所の労働者の 健康二一 ズ 調査を行い、 これに基づいた 連携事業を行うという 方 
  

法をとった事業が 多かった。 このため、 連携のとり方は 地域保健 ( 保健所 ) が主体となっ 

て 職域 ( 事業所 ) に向けた出双相談などの 連携事業が行われた。 このため、 ガイドライン 

には職域保健が 主体となった 連携による連携事業の 例示が示せず、 限られたものとなった。 

連携による連携事業は、 当該ガイドラインに 示したもの以外に 様々な事業があ ると考え 

られることから、 このガイドラインに 示された事業 側 に加えて、 それぞれの地域資源を 活 

かした共同事業が 展開されることが 期待される。 

2. 職住分散地域における 連携 

モデル事業は、 参考資料 1 (3 6 ぺージ ) のように、 都市部のような 職住分散している 

地域ではなく、 職住接近している 地域で行われた。 地域保健と職域保健の 保健事業を直接 

実施している 関係者が集まり、 その連携による 連携事業を行 うは ほ、 あ る一定の地域内で 

職場と生活の 場が一緒であ る地域では、 その連携は円滑にそして 具体的に展開することが 

できる。 このため、 当該ガイドラインはこのような 地域で行われたものをべ ー スに作成さ 

れているので、 都市部のような 職場と生活している 自治体が都府県域を 越えている地域に 

おいて、 どのような連携による 共同事業が行えるのかについては、 十分な方向性を 示すこ 

とができなかった。 当面は都市部においても、 小規模事業所が 多い地域においては、 比較 

的 通勤圏が狭 い 傾向がみられることから、 まずこのような 地域から具体的な 連携事業を開 

始することが 第一歩となるであ ろう。 
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3, 退職時等の健診情報の 取扱い 

地域保健と職域保健を 連携する意義の 1 つに、 退職によって 職域保健から 地域保健に移 

行しても、 職域保健と継続した 健康管理が行われることが 上げられる。 しかし、 このよう 

な 連携を行う基盤として 健診情報が職域から 地域に移送される 必要があ る。 健診情報に関 

する連携については、 平成 1 3 年度、 1 4 年度の地域・ 職域健康管理総合化モデル 事業を 

行ったが、 健診データの 整合性、 データ転送システムの 構築、 地域保健と職域保健の 保健 

指導の優先度の 違いなど環境が 整っていないことから、 時期尚早との 結論となっている。 

今後、 このような環境が 整った場合において、 退職時の職域保健から 地域保健への 連携が 

具体化していくことが 期待されるが、 本 検討会ではその 手段として個人が 健診情報を持ち 

歩くための手帳 の開発をモデル 事業として掲載している。 

4. 職域の主体的な 参画を促す方策 

地域保健と職域保健では、 それぞれの仕組みの 中で保健事業を 実施し、 完結してきたこ 

とから、 その連携に対する 必要性を認識し 理解することは、 地域、 職域ともに困難な 状況 

にあ る。 しかし、 地域保健では、 健康日本 2 1 の目標を達成するために、 職域保健との 協 

働は必要不可欠な 状況となってきており、 これを切り口として 連携が推進されるものと 推 

察される。 

一方、 職域保健において 連携をとった 経験のないところでは・そのメリットを 感じるこ 

とはなかなか 困難な状況にあ るところが多かったと 思われるが、 今回のモデル 事業では保 

健サービスが 不足している 小規模事業所を 対象とした連携事業を 行ったことから、 職域保 

健 側の健康に対する 意識が高まり、 地域保健との 連携によるメリットがあ る程度実感され 

たと思われる。 

連携推進のきっかけについては、 地域保健側がリードしつつ・ 連携事業を実施する 中で 

連携のメリットを 実感できるような 好 回転させていくことが 必要であ ろう。 当該ガイドラ 

インでは連携のメリットが 記載されているが、 効果を実感した 地域が、 都道府県内の 他地 

域に連携推進事業を 普及していくことも 今後の課題であ ろう。 

5. 都道府県協議会と 2 次医療 圏 協議会の関係 

健康増進法の 健診指針が平成 1 6 年 8 月に示され、 この中に地域・ 職域連携が規定され 

た。 ここでは、 当該モデル事業が 想定してきた 2 次医療 圏 協議会の設置に 加えて、 都道府 

県 協議会を設置することが 規定され、 今後、 地域・職域連携の 意義は増大していくことが 

予測される。 

都道府県協議会と 2 次医療 圏 協議会との役割分担や 関係調整については、 ガイドライン 

に一定の記載がされたが、 実態がまだ存在していないことから、 どのような問題があ り、 

それをどう整理していくべきかについては・ 今後の課題として 残された。 
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6. 保険者協議会との 関係 

当該検討会の 開催期間中に、 医療保険者等による 保険者協議会が 都道府県に設置される 

ことが決定され、 平成 1 6 年末には 3 県において稼動しだした。 平成 1 7 年度には全都道 

府県に設置する 予定であ るが、 この保険者協議会と・ 地域，職域連携推進協議会をどのよ 

うに調整して 適切に運営して い くのかについては、 木 ガイドラインを 作成した時点では 実 

態がなかったことから、 その適切な運用については、 十分に書き込むことができなかった。 

今後、 両者の協議会が 都道府県レベルで 設置され、 その関係について 整理をしていく 中 

で、 適切な運用について 明らかになっていくものと 思われる。 
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結語 

平成 1 2 年の省庁再編において、 厚生省と労働省が 合体することになり、 そのメリット 

を示す施策の 1 つに、 長年の懸案であ った地域保健と 職域保健の連携が 掲げられ、 この 連 

携 に関する検討が 開始された。 その後、 健康日本 2 1 が策定され、 健康づくりを 地域保健 

のみならず、 職域保健、 学校保健等と 一体的に推進する 方針が出され、 また、 平成 1 4 年 

に成立した健康増進法においては、 生涯を通じた 健康づくりを 支援することが 掲げられた。 

このことにより 地域保健と職域保健の 連携は、 一部の熱心な 保健事業実施者が 行えばよい 

というものではなく、 健康に関連するすべての 事業者が組織的な 連携を行い・ 国民の健康 

づくりを支援する 取組を行うこととなった。 

このことから、 地域保健と職域保健の 連携は、 連携による保健事業の 実施のみが目的で 

ほなく、 制度の隙間を 埋めるための 制度間の連携を 図ることが 1 つの目的となったこと、 

その具体的な 方法として、 連携事業が位置付けられることになった。 これにより・ 制度間 

で 異なっていた 保健事業の実施体制において 整合性が図られる 舞台づくりが 出来上がった 

ということが 言えよう。 

今後は、 国民が主体的な 健康づくりに 取り組むための 1 つめ 環境として、 一定の地域を 

単位として、 地域・職域が 連携をした保健サービスの 提供体制が整備されていくことが 期 

待されている。 

地域・職域連携推進事業ガイドラインが 作成された今日までの 経緯を振り返ってみると、 

平成 1 1 年度から検討会委員として 関わってこられた 方々、 そして、 日常業務が多忙な 中、 

モデル事業の 実施に携わってくださった 多くの方々のご 協力によったものであ る。 関係者 

の皆様に深謝申し 上げたい。 

今後、 当該ガイドラインが、 全国各地で展開される 地域・職域連携を 進める上で活用さ 

れることを心から 期待する次第であ る。 
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